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都市公園で出来ること

■何が置けるか ⇒公園施設
極めて幅広い規定 ⇒ （さらに）一部条例委任

⇒建ぺい率
これまで順次緩和 ⇒ （さらに）条例委任

⇒占用許可 ⇒ 仮設物について条例委任
保育所等の社会福祉施設も対象

■誰が置けるか ⇒ 地方公共団体以外の者（民間）も可能
設置管理許可制度（Park-PFI制度）

■誰が管理するか ⇒ 指定管理者制度
（指定管理者制度を導入している公園の総面積）
６万ヘクタール／１２万ヘクタール）

■何がやれるか ⇒ 行為の許可 ⇒ 首長の許可（条例で規定）



都市公園に置いて良いもの（公園施設）
一 園路及び広場
二 植栽、花壇、噴水その他の修景施設で政令で定めるもの
三 休憩所、ベンチその他の休養施設で政令で定めるもの
四 ぶらんこ、すべり台、砂場その他の遊戯施設で政令で定めるもの
五 野球場、陸上競技場、水泳プールその他の運動施設で政令で定めるもの

六 植物園、動物園、野外劇場その他の教養施設で政令で定めるもの

一 植物園、温室、分区園、動物園、動物舎、水族館、自然生態園、野鳥観察所、動植物の保護繁殖施
設、野外劇場、野外音楽堂、図書館、陳列館、天体又は気象観測施設、体験学習施設、記念碑その他
これらに類するもの
二 古墳、城跡、旧宅その他の遺跡及びこれらを復原したもので歴史上又は学術上価値の高いもの
三 前二号に掲げるもののほか、都市公園ごとに、地方公共団体の設置に係る都市公園にあつては当該
地方公共団体が条例で定める教養施設、国の設置に係る都市公園にあつては国土交通大臣が定める教
養施設

七 売店、駐車場、便所その他の便益施設で政令で定めるもの

飲食店（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第百二十二号）第二条
第四項に規定する接待飲食等営業に係るものを除く。）、売店、宿泊施設、駐車場、園内移動用施設及
び便所並びに荷物預り所、時計台、水飲場、手洗場その他これらに類するものとする。

八 門、さく、管理事務所その他の管理施設で政令で定めるもの
九 前各号に掲げるもののほか、都市公園の効用を全うする施設で政令で定めるもの

「公園施設」
（都市公園法第２条第２項）

都市公園の効用を全うするため
都市公園に設けられるもの

「私権制限」
（都市公園法第３２条）

都市公園を構成する
土地物件については

私権を行使することができない



通常 ２％ （法第４条第１項）

特例 ＋２％ （令第６条第３項）

特例 ＋１０％ （令第６条第２項）

特例 ＋２０％ （令第６条第２項１号）

特例 ＋１０％ （令第６条第１項２号）

（令第６条第６項）

※第6条第1項１号及び2号に該当するもの
をあわせて整備する場合でも、特例は
+20%まで。

• 屋根付き広場、壁を有しない雨天運動場

• その他の高い解放性を有する建築物

• 仮設公園施設

•公園施設として設けられる建築物

•休養施設・運動施設
•教養施設
•災害応急対策に必要な施設
•都道府県立自然公園のための施設
•公募対象公園施設である建築物

•教養・文化施設で
 文化財保護法に基づき指定された建築物
 景観法に基づき指定された建築物
 歴史まちづくり法に基づき指定された建築物

【H16・H20改正】 【S31当初、S32･S40･H5・H29改正】

【H5改正】

【S31当初】

【S31当初】

平成23年法改正（地方分権一括法）
「法で定める基準を参酌して、地方公共
団体が条例で定める割合の範囲内」

都市公園の建蔽率緩和



設置管理許可制度

【民間事業者による公園施設の設置・管理事例】

富山県が飲食店を設置・管理す
る民間事業者を公募し、スター
バックスコーヒーが出店
【富岩運河環水公園（富山県）】

■活用事例（富岩運河環水公園）

○事業概要

・富岩運河環水公園（富山県富山市）で
は、設置管理許可制度を活用し、飲食
施設を出店する民間事業者を公募

・スターバックスコーヒーが出店

○公園管理者以外の者が、公園施設を設置又は管理をすることができる制度であり、民間事業者による飲食
店・売店等の便益施設の設置及び管理にも活用されている。

■根拠法（都市公園法第5条）
○公園管理者以外の者は、都市公園に公園施設を設け、

又は公園施設を管理しようとするときは、公園管理者の

許可を受けなければならない。（第1項）

○公園管理者は、次に該当する場合、前項の許可をする

ことができる。（第2項）

・公園管理者が自ら設け、又は管理することが不適当又は困難

・公園管理者以外の者が設け、又は管理することが当該都市公

園の機能の増進に資する

■導入状況

○従来より、設置管理許可制度を活用した便益施設、教

養施設、運動施設等の設置及び管理がなされていたが、

近年は民間事業者が便益施設の設置及び管理を行う

事例が増加しつつある。

■活用事例（山下公園）

○事業概要
・山下公園（神奈川県横浜市）では、管理許可制度を活用し、
利用者へのサービス向上や公園の活性化を目的とし、既存の
レストハウスへ出店を行う民間事業者を公募

・子育て応援コンビニのコンセプトショップ「ハッピーローソン」が

出店

○民間事業者独自の取り組み

・子育て応援店舗と位置づけ、屋内で子どもが遊べる遊具の
整備、授乳用スカーフやミルク用のお湯を提供を実施

・山下公園が横浜都心部の回遊拠点であることを生かし、観光

情報を提供

施設内容

事業者

施設名 ハッピーローソン山下公園店

事業内容

供用年月

事業方式

事業費用

都市公園法第5条による管理許可
（許可期間：5年間、許可期間終了後に1回（5年間）更新可）

(株)ローソン

○売店（物品販売及び軽飲食、無料休憩機能）の管理運営
○建築物（休憩スペース、トイレ）の管理
○園地の管理（清掃、除草、枯れ枝等の除去）　　　　　　　　　　　等

平成19年7月

民間事業者による独立採算制

売店、カフェ（軽飲食）、屋内及び屋外休憩スペース（ハッピー広場）

売店の管理運営 遊具の管理運営 屋外休憩スペースの管理運営

全国の都市公園で601の飲食店が
設置管理許可を活用

20,771 

11,482 

3,682 

2,586 

1,717 

905 

615 

21,304 

便益施設

管理施設

修景施設

教養施設

運動施設

遊戯施設

休養施設

その他

自動販売機
14,580 

売店
1,367 

飲食店 601 

宿泊施設 116 

その他の便益施設
4,107 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大阪市が再整備、管理運営を事業
者の負担により行う者を公募し、近
鉄不動産が、カフェ等を設置【天王
寺公園（大阪市）】



画像：共同通信社

横浜公園（横浜市）横浜スタジアム（DeNA）



愛鷹運動公園（沼津市）
泊まれる公園「 INN THE PARK 」

・廃止された沼津市立少年自然の家を、公園施設として活用するための事業者を公募

・既存の宿泊棟を宿泊施設として、管理棟をサロン・カフェとしてリノベーション。芝生広場等
を活用した体験型アクティビティとして、自然体験に加え、ナイトシアターやヨガ等を実施。



上野恩賜公園 韻松亭 明治8年開業



日比谷公園・松本楼

明治36年開設・開業



都立上野恩賜公園（UENO3153・さくらテラス・BAMBOO GARDEN）



地域住民が主体となった公園内の
花壇の設置、管理
【複数の街区公園で実施（広島市）】

○地方公共団体の許可を得て、地域住民等が主体となって公園施設を設置・管理することが可能

【地域住民等による公園施設の設置・管理事例】

出典：広島市HP

町内会が公園内の集会所の設置、管理
【港南台北公園（横浜市）】

提供：横浜市

（都市公園法第5条）

公園施設の設置・管理制度（地域住民等の例）



管理許可の事例
豊砂公園（千葉市）

提供：イオンモール(株)

千葉市

イオン

モール
（株）

管理許可

使用料

パークマネジメント協定

・樹木剪定、草刈、除草、芝刈
・園地、トイレ等の清掃
・施設点検、補修
・巡回、事故対応
・報告（事業、収支、事故等）

運営 ・イベントの企画、実施
・利用調整、利用承認

イベント開催による収益を管理に充当し、
自己資金のみで実施

年間 303,000人

40,000人

25,000人

管理



指定管理者の事例
大阪城公園（大阪市）：大阪城パークマネジメント共同事業体

・指定管理者として、大阪城公園、野球場、西の丸庭園、茶室、天守閣、音楽堂の管理運営

・既存施設の活用、新規施設の設置・運営

【事業内容】
・事業対象区域：約105.5ha
・事業期間：20年（平成27年4月～）
・整備・管理にかかる費用：事業者負担

13

【事業の特徴】

・市から事業者に対して代行料は払っていない、

・事業者は、事業収支の中から基本納付金として、
固定額（平成27年度から平成29年度までは
22,600万円、平成30年度以降26,000万円）と、
事業の収益から7％を変動納付金として市へ納付

【JO-TERRACE OSAKA 全7棟】
売店、レストラン、カフェ、和装体験、
ランナーサポート施設、インフォメーション 等

【MIRAIZA  OSAKA-JO】
【1～3階】 売店、カフェ、レストラン 等 【屋上】 テラス（カフェ・バー） 【地下】 侍・忍者体験



指定管理者制度＋設置管理許可制度

いわみざわ公園（岩見沢市）

ローズフェスタ期間中早朝から開催される「朝のローズツアー」平成27年に設置した巨大迷路

・年間約７０万人が訪れる市の主要な観光地で、北海道グリーンランド（遊園地、スキー場）、
バラ園等が設置

・公園の指定管理者である空知リゾートシティ（株）が、遊園地内に巨大迷路やカイトフライ
ヤーを設置管理許可により新設する等、観光客の誘致等に向けた取組を実施



○大阪市の天王寺公園では、エントランスエリアの再整備、魅力向上を効率的・効果的に行うため、エリアの再整
備、管理運営を事業者の負担により行う者を公募。

○選定された事業者（近鉄不動産）が、カフェ、レストラン、こどもの遊び場、フットサルコート、ドッグラン、コ
ンビニエンスストア、駐車場等の収益施設を設置するとともに、芝生広場（約7,000㎡）、園路等も事業者負担に
より整備し、平成27年から20年間の契約（協定締結）で公園の管理運営を実施している。

・北東部エリア

【公園概要】
・開園年：明治42年
・公園面積：28.2ha

【事業対象区域】
・エントランスエリア（約25,000㎡）
・バス駐車場（約1,160㎡）
・北東部エリア（約5,400㎡）

【事業内容】
・賑わい創出事業（ハード事業）
新たな賑わいを創出する飲食・物販施設等の
設置・運営 、公園・緑地整備

・賑わい創出事業（ソフト事業）
イベント等の企画・実施、プロモーション活動

・維持管理事業
清掃・警備、緑地・施設維持管理

・エントランスエリア
・バス駐車場

芝生広場

天王寺公園エントランスエリア（てんしば） 平面図

レストラン・カフェ等

再整備後

再整備前

整備後

整備前

事例1 民設民営による公園の再整備 天王寺公園（大阪市）



天王寺公園「てんしば」（大阪市）



○公園の再整備と併せ、公園及び周辺地域に恒常的な賑わいを創出し、地域の活性化を図る
ため、公募により、カフェ・レストランを運営する者を公募。

○選定された(株)グリップセカンドは、地域還元費用として売上の一部（売上の０．５％）
を「南池袋公園をよくする会」（※）に寄付し、イベント開催経費等に活用されている。

※南池袋公園の運営について、行政と地域とが協
働しながら公園空間の良好な保全と健全な賑わい
を創出し、地域の活性化を図る事を目的とした会

【公園区域】

複合施設
（ カフェレストラン）

事例2 民間による公園施設経営 南池袋公園（東京都豊島区）

芝生広場

カフェレストラン『RACINES』
（H28.4オープン）



画像：MAMEKURASHI画像：MAMEKURASHI

南池袋公園（東京都豊島区）



●屋上が休憩スペースとなった休養施設を整備。
カフェ、レストランが入店
1階：「bills Fukuoka（ビルズフクオカ）」
2階：「星期菜（サイケイツァイ）NOODLE&CHINOIS」

再整備前

昭和58年に行われた前回の
再整備から30年以上が経過
し，都心の公園としての
ポテンシャルを発揮できて
いない。

再整備後

中州の新しいランドマークを創出

○水上公園は、1924年（大正13年）に整備された福岡市の都心部に位置する公園。
○設計・整備等を一括して民間事業者が実施（広場等の整備費は福岡市が負担）し、福岡都心
の新たなランドマーク、賑わい拠点として平成28年7月にリニューアルオープン。

事例3 民間による公園施設 水上公園（福岡市）



○観音崎公園は、指宿市の北の玄関口に位置している。平成１６年に建設され、知林ヶ島や池
田湖、開聞岳など豊かな変化に富んだ景観地へ多くのドライブ客や観光客を誘う拠点とし
て、南九州初のＰＦＩ事業を活用し整備された道の駅いぶすき「彩花菜館」を有する。

○休息場所や観光情報の提供、地域の農水産物や特産品の販売及びイベントの開催などを行
い、他の観光施設や地域の振興に寄与している。

【効果１】地域交流館との
一体的整備・管理でおもてなし

○都市公園・駐車場・トイレ
・24時間利用できるトイレと駐車場
・イベントの開催

○地域交流館
・指宿地域の観光案内
・農水産物や特産品の販売
・ファーストフードコーナーやお食事処

【効果２】観光客の増加

（単位：千人）

事例4 公園の中の道の駅 観音崎公園（指宿市）

【公園と地域交流館からなる複合施設】



道 路

広 場

公 園

公開空地

港湾緑地

河 川



駅前が対象の「広場条例」素案を公表 藤沢市
神奈川新聞2020.2.29

藤沢市は２８日、藤沢駅前北口周辺を対象とした広
場条例の素案を公表した。道路から広場へ、道路
法の規制がかかる駅前のペデストリアンデッキ（歩
道橋）と歩行者専用道の位置付けを変更。交流、に
ぎわいの拠点として「藤沢・湘南の玄関口」の活性
化につなげる。県内初の試みで、来年４月の施行を
目指す。市議会常任委員会で報告した。

道路として位置付けられるデッキと
歩行者専用道の利用は、公益行事な
どに限定されている。同条例制定に
よって、まちのにぎわいづくりや交
流を目的としたイベント、展示会、
マルシェなど幅広い活用が可能にな
る。



駅前通り大通地区（札幌市）

都市再生特別措置法
国家戦略特別区域法

中心市街地の活性化に関する法律

2020道路法改正による
歩行者利便増進道路指定制度



隅田川（東京都）

河川敷地占用許可準則の改正
S40年→H11年→H17年→H23年→H28年

民間施設の占用特例

かわまちづくり
支援制度

H21～

MIZBERING
H26～



国土交通省都市局 （令和２年度税制改正・予算関連資料）



丸の内仲通り（千代田区）

京橋川（広島市） 姫路駅前広場（姫路市）

魚町サンロード

（北九州市）

油津商店街（日南市）

南池袋公園

（豊島区）

新栄テラス

（福井市）

アクアテラス（柏市）

大通すわろう
テラス（札幌市）

北浜テラス

（大阪市）

将来構想（福山市） 将来構想（神戸市）

わいわい!!コンテナ（佐賀市） 将来構想（熊本市）





Park-PFI
39自治体47公園（うち国2公園）で活用中
7公園で供用済み
約110公園で活用検討中

保育所（社会福祉施設）の設置 43施設開設
（うち国家戦略特区18）

市民緑地認定制度 7事例（令和2年3月現在）

みどり法人 11法人

2017年都市公園法等改正 新制度の活用状況
令和２年７月現在



都市公園における保育所等の設置 2017法改正
■占用許可による保育所等の設置(開設済み)事例一覧 （令和2年7月1日時点）

※その他国家戦略特区法による保育所等の設置状況：全18施設開設

・愛知県一宮市（真清公園）

・青森県むつ市（柳町児童公園）

・東京都江東区(南砂三丁目公園）

・東京都港区（港南緑水公園）

・東京都日野市（浅川スポーツ公

園）

・静岡県静岡市（新富公園）

・福島県田村市（御前池公園）

公園管理者 公園名
開設
時期

設置施設

愛知県一宮市 真清公園 H30.3 放課後児童クラブ

青森県むつ市 柳町児童公園 H30.4 認可保育園

長崎県雲仙市 上山公園 H30.4 認可保育園

茨城県常陸太田市 山吹運動公園 H30.4 社会福祉施設

品川区 西大井公園 H30.4 認可保育所

熊本県大津町 昭和園 H30.7 放課後児童保育施設

東京都江東区 南砂三丁目公園 H30.8 認可保育園

奈良県生駒市 生駒山麓公園 H30.9 社会福祉施設

東京都港区 江南緑水公園 H31.4 認可保育所

東京都日野市 浅川スポーツ広場 H31.4 認可保育所

愛知県名古屋市 平和公園 H31.4 認可保育所

静岡県静岡市 新富公園 H31.4 放課後児童クラブ

名古屋市 港明公園 R1.11 放課後児童クラブ

名古屋市 緑黒石第一公園 R2.3 放課後児童クラブ

新富公園（愛知県一宮市） 江南緑水公園（東京都港区）

公園管理者 公園名
開設
時期

設置施設

東京都 玉川上水緑道 R2.4 認可保育所

新潟市 秋葉公園 R2.4 認定こども園

熊本県嘉島町 浮島周辺水辺公園 R2.4 認可保育所

大阪府高槻市 神内かんなび公園 R2.4 認定子ども園

神戸市 石屋川公園 R2.4 認可保育園

神戸市 生田川公園 R2.4 認可保育園

神戸市 王子南公園 R2.4 認可保育園

兵庫県伊丹市 稲野公園 R2.4 公立保育所

熊本県嘉島町 浮島周辺水辺公園 R2.4 認可保育所

大阪府高槻市 神内かんなび公園 R2.4 認定子ども園

新潟県燕市 みなみ親水公園 R2.4 児童福祉施設

計25公園で設置
（うちR2年度に11公園で開設）



中山とびのこ公園（宮城県仙台市）汐入公園（東京都荒川区）

反町公園（神奈川県横浜市）代々木公園（東京都渋谷区）



公募設置管理制度（Park-PFI）2017法改正
〇都市公園において飲食店、売店等の公園施設（公募対象公園施設）の設置又は管理を
行う民間事業者を、公募により選定する手続き

○事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に還元することを条件に、事業者に
は都市公園法の特例措置がインセンティブとして適用される

条件 園路、広場等の公園施設（特定公園施設）の整備を一体的に行うこと

従 前

新制度 公的資金

広場、園路等の公共部分
（特定公園施設）

カフェ等の収益施設
（公募対象公園施設）

民間資金

民間資金

公的資金

収益を充当

民間が収益施設と公共部分を一体的に整備

収益を活用して整備

設置管理許可期間の特例
10年→20年

建ぺい率の特例
+１０％（公募対象公園施設）

占用物件の特例
看板、広告塔等

規制緩和的措置



公募設置管理制度（Park-PFI）の活用状況

（令和2年7月1日時点・国土交通省調べ）

年度 Park-PFI 活用事例一覧（4７公園［39自治体、２地方整備局］、うち7公園供用）

平成
29年度

北九州市(勝山公園)［面積 20.1ha］ ’18.7供用
豊島区(造幣局地区防災公園)［面積 1.7ha］ ‘20.7供用

名古屋市(久屋大通公園)［面積 15.8ha］ ‘20.9供用
岐阜県(ぎふ清流里山公園)［面積 107.7ha］

平成
30年度

福岡県(天神中央公園)5/31公表[面積 3.1ha] ’19.8供用
盛岡市(木伏緑地)6/4公表[面積 0.4ha] ‘19.9供用
仙台市(榴岡公園)6/25公表［面積 11.2ha］
恵庭市(漁川河川緑地)8/1公表［面積 18.7ha］
新宿区(新宿中央公園)9/18公表［面積 8.8ha］ ‘20.7供用
別府市(別府公園)10/3公表［面積 27.3ha］ ‘19.12供用
鹿児島市(加治屋まちの杜公園(仮称))10/4公表
［面積 1.4ha］
近畿地方整備局(国営明石海峡公園)10/11公表
［面積 83.4ha］
群馬県(敷島公園)11/13公表 ［面積 17.8ha］ ’20.3供用
横浜市(横浜動物の森公園)11/21公表
［面積 103.3ha］ ’19.9供用

和歌山市(本町公園)11/22公表［面積 1.4ha］
‘20.7供用

盛岡市(盛岡城跡公園)11/26公表［面積 9.2ha］
堺市(大蓮公園)11/28公表［面積 15.5ha］
京都市(大宮交通公園)12/7公表[面積2.1ha]
むつ市(おおみなと臨海公園)12/14公表［面積 13.8ha］
別府市(鉄輪地獄地帯公園)1/30公表［面積 7.4ha］
盛岡市(中央公園)2/8公表［面積 17.2ha］
二戸市(金田一近隣公園)2/12公表［面積 1.8ha］
湯河原町(万葉公園)3/6公表［面積 19.5ha］
神戸市(海浜公園)3/29公表［面積 14ha］

令和
元年度
(平成
31年度)

平戸市（中瀬草原）4/17公表［面積8.7ha］ ’20.4供用
福岡県（大濠公園）4/26公表［面積39.8ha］ ‘20.9供用
渋谷区（北谷公園）5/24公表［面積0.096ha］
佐世保市（中央公園）7/8公表［面積13.7ha］
木更津市（鳥居崎海浜公園）7/31公表［面積2.2ha］
九州地方整備局（海の中道海浜公園）8/7公表
［面積297.9ha］
平塚市（湘南海岸公園）8/22公表［面積58.6ha］
神戸市（東遊園地）8/26公表［面積2.7ha］
愛知県（小幡緑地）9/6公表［面積226.9ha］
所沢市（東所沢公園）9/13公表［面積2.1ha］ ’20.８供用

各務原市（学びの森）10月公表［面積4.2ha］
群馬県（観音山ファミリーパーク）10/17公表
［面積60.3ha］
岡崎市（乙川河川緑地・中央緑道）10/18公表
［面積22.75ha・0.55ha］
富士川町（大法師公園）11/1公表［面積6.4ha］
福山市（中央公園）11/6公表［面積1.6ha］
神奈川県（観音崎公園）11/15公表［面積70.4ha］
豊田市（鞍ヶ池公園）12/20公表［面積95ha］
むつ市（代官山公園）3/16公表［面積1.1ha］
山形市（ひばり公園）3/27公表［面積0.0954ha］

令和
2年度

青森県（青い森セントラルパーク）4/27公表［面積5.1ha］
茨城県（偕楽園公園）5/13公表［面積58.0ha］
須賀川市（翠ヶ丘公園）6/29公表［面積28.34ha］

※令和２年７月１日以降、約１１０箇所において活用を検討中



Park-PFI 勝山公園（北九州市）



Park-PFI 天神中央公園西中洲エリア（福岡市）



Park-PFI 木伏緑地（盛岡市）



Park-PFI 別府公園（別府市）



新宿中央公園「SHUKNOVA（シュクノバ）」2020.7.16 OPEN



久屋大通公園「Hisayaodori-Park」2020.9.18 OPEN



久屋大通公園「Hisayaodori-Park」2020.9.18 OPEN



Park-PFI 先行事業 の 類型化

種類 単体・複合（規模） 代表（全国・地元） ＪＶ・単独 地元参加

北九州市(勝山公園) カフェ 単体（小） 地元 単独 あり

豊島区(造幣局地区防災公園) 飲食・物販 複合（中） 全国 ＪＶ なし

名古屋市(久屋大通公園) 飲食・物販 複合（大） 全国 ＪＶ あり

岐阜県(ぎふ清流里山公園) ホテル 単体（大） 全国 単独 なし

福岡県(天神中央公園) 飲食 複合（中） 地元 ＪＶ あり

盛岡市(木伏緑地) 飲食 複合（中） 地元 単独 あり

仙台市(榴岡公園) 飲食 単体（小） 地元 ＪＶ あり

恵庭市(漁川河川緑地) ホテル 単体（大） 全国 単独 なし

新宿区(新宿中央公園) カフェ・スポーツクラブ 複合（中） 全国 単独 なし

別府市(別府公園) カフェ 単体（小） 全国 単独 なし

鹿児島市(加治屋まちの杜公園(仮称)) カフェ・レストラン 単体（小） 地元 単独 あり

近畿地方整備局(国営明石海峡公園) 飲食・温浴施設 複合（大） 地元 ＪＶ あり

群馬県(敷島公園) カフェ 単体（小） 全国 単独 なし

横浜市(横浜動物の森公園) 屋外レジャー施設 単体（中） 全国 ＪＶ なし

和歌山市(本町公園) 地下駐車場 単体（中） 地元 単独 あり

盛岡市(盛岡城跡公園) カフェ・物販・ギャラリー 複合（中） 全国 単独 なし

2017年度公示

2018年度公示

公園管理者（公園名）
公募対象公園施設 事業者



堺市(大蓮公園) 飲食・コミュニティ施設・アウトドア施設 複合（大） 全国 ＪＶ あり

京都市(大宮交通公園) 飲食・物販・乗り物アトラクション 複合（大） 全国 ＪＶ あり

大津市(大津駅前公園) カフェ・マルシェ 単体（小） 全国 ＪＶ あり

むつ市(おおみなと臨海公園) スポーツショップ・ジム・コワーキング 複合（中） 地元 単独 あり

別府市(鉄輪地獄地帯公園) 宿泊・バーベキュー 複合（中） 地元 ＪＶ あり

盛岡市(中央公園) フリースクール・飲食 複合（大） 地元 ＪＶ あり

二戸市(金田一近隣公園) 温浴施設・宿泊施設 単体（中） 地元 単独 あり

湯河原町(万葉公園) 日帰り温浴施設 単体（中） 地方 ＪＶ あり

神戸市(海浜公園) 水族館・ホテル 複合（大） 全国 ＪＶ なし

平戸市(中瀬草原) キャンプ場・物販・飲食 単体（中） 地元 ＪＶ あり

福岡県(大濠公園) カフェ・レンタル着物 複合（中） 地元 ＪＶ あり

渋谷区(北谷公園) 飲食・物販 複合（中） 全国 ＪＶ なし

佐世保市(中央公園) キャンプ場・アウトドア・飲食・物販 複合（大） 地元 ＪＶ あり

木更津市(鳥居崎海浜公園) 飲食・物販 複合（大） 全国 ＪＶ あり

九州地方整備局(海の中道海浜公園) ヴィラ・テント・飲食・アスレチック 複合（大） 全国 ＪＶ なし

平塚市(湘南海岸公園) 飲食・物販・マルシェ 複合（大） 全国 ＪＶ あり

神戸市(東遊園地) カフェ・イベントアクティヴィティスペース 単体（中） 地元 単独 あり

愛知県(小幡緑地) ＢＢＱサイト・キャンプ場・ビュッフェ 複合（大） 地元 ＪＶ あり

所沢市(東所沢公園) オープンデッキカフェ・文化芸術インスタレーション 複合（大） 全国 ＪＶ なし

岡崎市（中央緑道 橋上・橋詰広場） 飲食・オープンキッチン・スタジオ他 複合（中） 全国 ＪＶ あり

2019年度公示



指定管理者制度を導入している都市公園の現況
（2019年3月31日現在）

都市
公園数

開設面積
指定管理者が行う
業務範囲面積

(ha) (ha)

政令指定都市以外
の地方公共団体

11,309 47,604 40,215

政令指定都市 1,553 7,159 5,251

全国計
12,862
（11.7％）

54,764
45,466
（35.7％）

全国の都市公園 110,277 127,321

■制度創設から17年経つが、導入率はまだ低位にとどまっている



都市公園の指定管理者の属性と構成比の変化

7,220

444231

4,996

368 176 458

財団

社団

第三ｾｸﾀｰ

民間

NPO

町内会・愛護会

その他

財団法人
69.3%  → 56.1% 
（H20） （H30）

民間事業者
22.7%   → 38.8%
（H20） （H30）

2019.3.31現在

■流れは、外郭団体から民間セクターとなっているが、移行のスピードは鈍化



２．街区公園（小規模な公園）での傾向
①導入率は９％（箇所数）・７％（自治体数）程度
②いわゆる「外郭団体」である法人が多い
③自治体内の公園を一括して契約してることが多い
④残り（大半）は 業務委託管理 もしくは 直営管理

２．街区公園（小規模な公園）での傾向
①導入率は９％（箇所数）・７％（自治体数）程度
②いわゆる「外郭団体」である法人が多い
③自治体内の公園を一括して契約してることが多い
④残り（大半）は 業務委託管理 もしくは 直営管理

指定管理者制度導入の一般的傾向

１．比較的大きな公園（街区公園以外）での傾向
①導入率は22％（箇所数）・52％（自治体数）程度
②有料施設・運動施設等のある公園が多い
③公園単位で契約していることが多い

１．比較的大きな公園（街区公園以外）での傾向
①導入率は22％（箇所数）・52％（自治体数）程度
②有料施設・運動施設等のある公園が多い
③公園単位で契約していることが多い

小規模な公園については、民間企業（効率） や NPO法人等
（地域のつながり）の能力、ノウハウ導入がほぼ進んでいない
小規模な公園については、民間企業（効率） や NPO法人等
（地域のつながり）の能力、ノウハウ導入がほぼ進んでいない



指定管理者制度の進歩的導入（2019.3.31町田作成）

都市公園を管理している地方公共団体数

１,３７５
都市公園を管理している地方公共団体数

１,３７５

指定管理者制度を導入している地方公共団体数

７１４
指定管理者制度を導入している地方公共団体数

７１４

街区公園を指定管理に付している地方公共団体数

９７
街区公園を指定管理に付している地方公共団体数

９７

民間企業 や NPO法人 に小規模な公園を
（包括的に）出している地方公共団体数

４３

民間企業 や NPO法人 に小規模な公園を
（包括的に）出している地方公共団体数

４３

■創造的、進歩的な指定管理者制度の運用をしている地方公共団体は限られている



公共団体市 民

公 園

利用 供用

公園を取り巻くステークホルダー構図の変遷１

戦後、昭和20年代初頭ころまでのイメージ
全部公共団体インハウスの時代

公共工事の大型化・工事量増大
1949年建設業法
1964年建設コンサルタント登録規定 (建設省告示)
測量・調査・計画・設計・工事のアウトソーシング

民



公共団体市 民

公 園

利用 供用

公園に係るステークホルダーの構図の変遷 ２

コンサルタント

建設業民

管理作業のアウトソーシング
地方公共団体の外郭団体の設立

昭和50年ころまでのイメージ
公共団体直営管理の時代



公共団体市 民
公 園

利用

公園に係るステークホルダーの構図の変遷 ３

コンサルタント

建設業

民

昭和の終わり～平成最初の頃のイメージ
業務委託管理の時代

供用

外郭団体

受託 委託

1999年 PFI事業（PFI法）
2003年 指定管理者制度（地方自治法）
2017年 Park-PFI制度（都市公園法）

契
約



公共団体
USER

公園に係るステークホルダーの構図の変遷 ４

コンサルタント

建設業

民

指定管理者

代行 指定契
約

公 園 Park
-PFI
事業者

PFI
事業者

民 民

参加・協働の時代
公民連携・官民連携の時代

参加・協働

中間支援組織
公園のミライ

新たなコミュニティ拠点
社会価値の創出



公園に係るステークホルダーの構図の変遷 ５

コンサルタント

建設業

民

目指すべき将来のイメージ

指定管理者
民間企業・NPO法人
公益・一般法人
自治会・地縁団体

公共団体

民

PFI
事業者

民

民

USER

PLAYER

MANAGER

エリアマネージメント=パークマネージメント

=
=

公 園

中間支援組織

Park
-PFI
事業者

民

民



公園のことだけを考えている状態
「公園を良くしよう」と考えている状態は

意味のない状態

― キーワード ―
公民連携・官民連携

公有財産活用・公的不動産活用
公園は「エリアマネジメント」の出発点

ー 最上位の概念 ー
地域（エリア）価値向上・生活（時間）の豊かさ



時間（生活）デザイン への移行・進化時間（生活）デザイン への移行・進化

時間デザイン 空間デザイン

状態 ： 公園がある
指標 ： 公園面積

目標 ： 空間の確保

状態 ： 豊かな時間がある
指標 ： 暮らしの幸福度

目標 ： 生活の充実

状態 ： 利用者がいる
指標 ： 利用者数

目標 ： 空間の充実

ベネフィットセンター コストセンター

評価
されず

評価
されて

進
化

進
化

進化

資産：再投資可能 不良資産：朽ちていく


